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2024 年５月 24 日 

各 位 

 

会 社 名 名 古 屋 鉄 道 株 式 会 社  

代表者名 取 締 役 社 長   髙 﨑 裕 樹  

（コード：9048 東証プライム・名証プレミア） 

問合せ先 広 報 部 長                三 好 学  

 （TEL. 052-588-0813） 

 

トーセイ株式会社（証券コード：8923）との資本業務提携契約の締結 

及び同社株式の取得に関するお知らせ 

 

当社は、2024 年５月 24 日開催の取締役会において、トーセイ株式会社（証券コード：8923、本社：東

京都港区、代表取締役社長：山口誠一郎、以下「トーセイ」といいます。）との間で資本業務提携（以下

「本資本業務提携」といいます。）を行うこと、及びトーセイの筆頭株主であり代表取締役社長の山口誠

一郎氏（以下「山口氏」といいます。）からトーセイの普通株式 7,500,100 株（トーセイの 2024 年２月末

時点における自己株式控除後発行済株式総数に対する割合 15.48%）を取得すること（以下「本株式取得」

といいます。）を決議し、同日付で、トーセイとの間で本資本業務提携に係る契約（以下「本資本業務提携

契約」といいます。）を、山口氏との間で本株式取得に係る株式譲渡契約をそれぞれ締結しましたので、下

記の通りお知らせします。 

なお、本株式取得は、金融商品取引法第 167 条第１項及び同法施行令第 31 条に規定する「公開買付け

に準ずる行為として政令で定める買集め行為」に該当することから、併せて下記の通りお知らせします。

本資料は、金融商品取引法施行令第 30 条第１項第２号に基づく公表を兼ねるものです。 

 

記 

 

１． 本資本業務提携の目的及び理由 

 当社、当社の子会社 110 社及び関連会社 22 社で構成される企業グループ（会社数は 2024 年３月 31 日

時点。以下「当社グループ」といいます。）は、2024 年３月に、新・名鉄グループ経営ビジョン、2040 年

のありたい姿、中長期経営戦略及び中期経営計画（2024 年度～2026 年度）を策定しております。中長期

経営戦略では、コロナ禍を経てライフスタイル等の変化が加速し、人口減少、少子高齢化が確実に進展し

ていく中でも、当社グループが持続的な成長と企業価値の向上を実現していくために５つの重点テーマを

掲げております。また、中長期経営戦略の足元３ヵ年における取り組み事項を取り纏めた中期経営計画で

は、2024 年度から 2026 年度を「成長基盤構築・収益力強化期」と位置付けております。詳細につきまし

ては、2024 年３月 25 日付の適時開示「新・名鉄グループ経営ビジョン、2040 年のありたい姿、中長期経

営戦略および中期経営計画（2024 年度～2026 年度）の策定について」をご参照ください。 

前中期経営計画期間（2021 年度～2023 年度）を通じて、交通事業の一層の効率化や運賃改定の実施、

バス・タクシー各事業の再編などの「事業構造改革」に加え、「成長基盤構築」としての運送事業のアライ

アンス強化、不動産事業の再編による一貫した戦略策定体制の構築などを進めてまいりました。今後も、
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重点テーマに掲げた「魅力ある地域づくり・まちづくり」や「稼ぐ力の強化・構造改革の推進」の観点か

ら、沿線・地域の開発を通じてさらなる活性化を図るとともに、成長と財務健全性の維持を両立するべく

不動産事業の複線化を進めるなど、成長が見込まれる分野である不動産事業のさらなる収益力強化に注力

してまいります。 

一方、資本業務提携先であるトーセイは、幅広い不動産関連事業を展開する総合不動産会社であり、不

動産再生事業を中心に６事業を展開しております。価値の毀損した中古物件を取得し、バリューアップに

より新たな価値を生み出す不動産再生事業の成長性と不動産アセットマネジメントを行う不動産ファン

ド・コンサルティング事業の安定性の両輪により、バランスの取れた経営を行っております。幅広い商品

群、顧客層、価格帯に対応し、事業エリアとして大きなマーケットを持つ首都圏に強みがあります。トー

セイは 2024 年１月に策定した「Further Evolution 2026」において、2026 年 11 月期に向けて連結税引前利

益 190 億円を目指すなか、各事業のサービス領域の拡大やグループ間シナジーの最大化により総合不動産

会社としてのさらなる進化を目指しています。 

当社とトーセイは、両社の不動産事業の協業の可能性について協議を重ねた結果、当社グループの持つ

顧客層や中部圏に根ざした確かな提案力と、トーセイの強みである首都圏での幅広い不動産ソリューショ

ン力の事業ノウハウを併せて活かすことにより、相乗効果が見込まれると判断しました。これらの協業を

進めるにあたり、中長期的な関係を緊密にすることが必要不可欠であり、両社間で資本関係を持つことが

最も有効であるとの結論に達し、本資本業務提携の合意に至りました。 

 

２． 本資本業務提携の内容 

（１） 業務提携の内容  

 当社は、トーセイとの業務提携により以下の取り組みに注力します。 

 

（ア）名古屋圏における魅力的なまちづくりに寄与する共同事業の推進 

・トーセイの不動産再生・開発事業のノウハウと、当社の名古屋圏におけるネットワークを活用し、

名古屋都心部を中心としたエリアにおいて、新規開発物件に加えて稼働中の物件の再生にも幅広く

関与することにより、面的なまちづくりを推進し、地域価値の向上を実現してまいります。 

 

（イ）首都圏における共同事業の推進 

・トーセイの首都圏におけるネットワーク及び不動産再生・開発事業のノウハウと、当社の安定的な

財務基盤を活用することにより、共同事業を推進し、首都圏での優良物件の確保を実現してまいり

ます。 

 

（ウ）不動産テック事業及び私募ファンド事業における共同案件の推進 

・トーセイの圧倒的かつ先進的な不動産アセットマネジメントビジネスのノウハウと、当社の安定的

な財務基盤及び関与資産を活用し、セキュリティ・トークンや不動産クラウドファンディングを活

用した不動産テック事業への挑戦や私募ファンド案件への取り組みによる「不動産事業の複線化」

の裾野の拡大と深化を推進し、不動産事業の成長と財務健全性の維持の両立を実現してまいります。 
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（エ）人材・ノウハウ面における連携 

・トーセイの持つ「営業力」「目利き力」「バリューアップ力」等の不動産再生・開発事業のノウハ

ウ、及び不動産アセットマネジメントビジネスのノウハウをはじめとして、両社が有するノウハ

ウの連携のために人材交流を推進し、名古屋圏の魅力あるまちづくりへの展開と、当社不動産事

業基盤の強化を実現してまいります。 

 

（オ）業務提携推進委員会の設置 

・業務提携に関する協議を円滑かつ迅速に推進し、相乗効果を発現することを目的として、業務提

携を推進するための協議体を設置します。 

 

 これらの業務提携は、当社が 2024 年３月 25 日付で公表しました中長期経営戦略及び中期経営計画

でも掲げている当社の不動産事業の拡大及び収益力のさらなる強化に向けた「不動産事業におけるア

ライアンス戦略（M&A など）」の具体的施策の一つである他、これらの取り組みを通じて「当社グル

ープの沿線・地域の観光活性化や定住促進につながる魅力ある地域づくり・まちづくり」へ貢献して

まいります。また、当社は、トーセイの上場会社としての自主的で機動的な経営を尊重しながら、ト

ーセイが当社の安定的な財務基盤や名古屋圏における圧倒的なネットワークを活用することをサポー

トし、トーセイの不動産再生・開発事業及び不動産ファンド・コンサルティング事業のさらなる拡大

に寄与してまいります。 

 

（２） 資本提携の内容 

当社は、本株式取得に関して、トーセイの筆頭株主であり代表取締役社長である山口氏（個人）か

らその保有するトーセイの普通株式の一部（7,500,100 株、トーセイの 2024 年２月末時点における自己

株式控除後発行済株式総数に対する割合 15.48%）を市場外の相対取引により譲り受ける旨を合意し、

山口氏との間で、2024 年５月 24 日付で株式譲渡契約を締結いたしました。本株式取得は 2024 年５月

30 日付で実行され、2024 年６月４日に振替が完了する予定です。本株式取得の概要は以下の通りで

す。なお、冒頭に記載の通り、本株式取得は議決権ベースで５％以上の取得となり、金融商品取引法

第 167 条第１項及び同法施行令第 31 条に規定する「公開買付けに準ずる行為として政令で定める買集

め行為」に該当いたします。 

(１) 対象銘柄 トーセイ株式会社（証券コード：8923） 

(２) 取得前の所有株式数 

０株 

（議決権の数：０個） 

（議決権所有割合：０%）（注） 

(３) 取得株式数 
普通株式7,500,100株 

（議決権の数：75,001個） 

(４) 取得価額 17,775,237,000円（１株につき2,370円） 

(５) 取得後の所有株式数 

7,500,100株 

（議決権の数：75,001個） 

（議決権所有割合：15.50%） 

(６) 株式取得実行日 2024年５月30日 （予定） 
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(７) 株式取得振替完了日 2024年６月４日 （予定） 

(注) 議決権所有割合は、2023 年 11 月末時点におけるトーセイの総議決権数（483,600 個）に対す

る割合（小数点以下第３位を切り捨て）となります。 

 

（３） 役員の派遣  

  当社及びトーセイは、本資本業務提携契約において、当社が指名する者１名をトーセイの取締役候補

者とすることについて合意し、トーセイは、2024 年５月 30 日以後最初に開催される株主総会において、

当社が指名する者１名を取締役候補者に含む取締役選任議案を提出する予定です。 

なお、本株式取得及び当社からの取締役の派遣を通じて、トーセイは当社の持分法適用関連会社と

なる予定です。 

 

（４） 独立性の尊重等 

  当社及びトーセイは、本資本業務提携契約において、トーセイによる上場会社としての経営の自主性

及び独立性を最大限尊重することを相互に確認すると共に、当社は、トーセイの少数株主を含むトーセ

イの株主共同の利益に最大限配慮することを合意しております。 

 

３． 本資本業務提携の相手先の概要 

(１) 名 称 トーセイ株式会社 

(２) 本 店 所 在 地 東京都港区芝浦四丁目５番４号 

(３) 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 山口 誠一郎 

(４) 事 業 内 容 
不動産再生事業、不動産開発事業、不動産賃貸事業、不動産フ

ァンド・コンサルティング事業、不動産管理事業、ホテル事業 

(５) 資 本 金 6,624百万円 

(６) 設 立 年 月 日 1950年２月２日 

(７) 

大 株 主 及 び 持 株 比 率 

（発行済株式（自己株式を除

く。）の総数に対する所有株式

数の割合） 

山口 誠一郎 26.63% 

有限会社ゼウスキャピタル 12.40% 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 

（信託口） 
8.68% 

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 

（常任代理人：香港上海銀行東京支店） 
3.63% 

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 3.01% 

出口 博俊 2.12% 

きらぼしキャピタル東京Sparkle投資事業有限

責任組合 
2.06% 

HOST－PLUS PTY LIMITED－ 

HOSTPLUS POOLED SUPERANNUATION 

TRUST HOSKING PARTNERS LLP 

（常任代理人：シティバンク、エヌ・エイ東

京支店） 

1.66% 
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STATE STREET BANK AND TRUST 

COMPANY 505004 

（常任代理人：株式会社みずほ銀行決済営業

部） 

1.53% 

SMBC日興証券株式会社 1.32% 

(８) 当社と当該会社との間の関係 

 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

(９) 最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態（ＩＦＲＳ） 

 決算期 2021年11月期 2022年11月期 2023年11月期 

 資 本 合 計 65,958 72,290 82,319 

 資 産 合 計 195,010 210,955 245,329 

 
１ 株 当 た り 親 会 社 所 有 者 

帰 属 持 分 （ 円 ） 
1,380.36 1,529.65 1,695.98 

 売 上 高 61,726 70,953 79,446 

 営 業 利 益 10,965 13,514 16,254 

 税 引 前 利 益 10,302 12,753 15,310 

 
親会社の所有者に帰属する 

当 期 利 益 
6,721 8,607 10,507 

 基本的１株当たり当期利益（円） 142.56 181.66 219.74 

 １ 株 当 た り 配 当 額 （ 円 ） 38.00 51.00 66.00 

（注） １ 2023 年 11 月 30 日現在。 

 ２ 単位は百万円。ただし、特記しているものを除きます。 

 

４． 日程 

(１) 取 締 役 会 決 議 日 2024年５月24日 

(２) 資本業務提携契約締結日 2024年５月24日 

(３) 株 式 譲 渡 契 約 締 結 日 2024年５月24日 

(４) 株 式 取 得 実 行 日 2024年５月30日 （予定） 

(５) 株 式 取 得 振 替 完 了 日 2024年６月４日 （予定） 

 

５． 今後の見通し 

本株式取得を含む本資本業務提携の当社の業績への具体的な影響額については、2024 年５月 10 日に公

表しました 2025 年３月期の連結業績予想には織り込んでおらず、現在精査中ですが、影響は軽微である

と見込んでおります。今後、業績予想修正の必要性及び公表すべき事項が生じた場合には、速やかにお知

らせします。 

 

以 上 
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（参考）当期連結業績予想（2024 年５月 10 日公表分）及び前期連結実績 

（単位：百万円） 

 
営業収益 営業利益 経常利益 

親会社株主に帰属

する当期純利益 

当期連結業績予想 

（2025 年３月期） 
675,000 40,000 40,500 28,000 

前期連結実績 

（2024 年３月期） 
601,121 34,750 37,544 24,400 

 


